
福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付要綱 
平成２７年４月１日改正 

平成２９年４月１日改正 

平成３１年４月１日改正 

令和２年４月１日改正 

令和３年４月１日改正 

 令和４年７月１日改正 

令和６年４月１日改正 

（目的）  

第１条  この要綱は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12

年法律第 57 号）」（以下、「土砂災害防止法」という。）第９条の規定により、土砂災害特別警戒区

域に指定された区域内等から危険住宅を除去、移転し、危険住宅に代わる住宅を建設及び改修する

者に対し予算の範囲内において補助金を交付することにより危険住宅の移転等を促進し、住民の生

命の安全を確保することを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付については、福岡市補助金交付規則（昭和44年福岡市規則第35号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）  土砂災害特別警戒区域 土砂災害防止法９条に基づき都道府県知事が指定する区域 

（２） 災害危険区域 福岡市建築基準法施行条例（平成19年福岡市条例第29号）第３条により指定

した区域 

（３） がけ条例適用区域 福岡県建築基準法施行条例第５条により、建築が制限されている範囲内 

（４） 土砂災害特別警戒区域指定見込み区域 土砂災害防止法第４条第１項に定められた基礎調査

を完了し、第１号に掲げる区域に指定される見込みのある区域 

（５） 災害救助法適用区域 事業着手時点で過去３年間に災害救助法（昭和22年法律第118号）の

適用を受けた地域 

（６） 危険住宅 がけ地の崩壊等による危険が著しいため、土砂災害特別警戒区域、災害危険区 

域、がけ条例適用区域のいずれかの区域に存する既存不適格の住宅（当該区域の指定等によ

り建築制限の基準に適合しないこととなったものに限る。）又は第１号から第５号までのい

ずれかの区域に存する住宅（建築後の大規模地震、台風等により安全上若しくは生活上の支

障が生じたものであって、県又は市が移転勧告、是正勧告、避難指示等を行ったものに限る。）

をいう。ただし、避難指示については、当該指示が公示された日から六月を経過している住

宅に限る。 

（７） 移転等 所有者等が危険住宅を除却し、第１号から第５号までの区域以外（以下、「警戒区

域外」という。）に移転することをいい、警戒区域外において危険住宅に代わる住宅を建設

（購入を含む。）する場合はこれをいう。 

ただし、占有者については、警戒区域外へ住宅を移転することをいう。 

なお、移転等の対象となる危険住宅に代わる住宅の建設については、原則として建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）第２条第１項第３号に規

定する建築物エネルギー消費性能基準に適合すること。 

（８） 補助対象建築物 第１号から第５号に規定する区域に存する住宅のうち、移転等を予定する

ものをいう。 

（９） 敷地 令第１条第１号に規定する敷地をいう。 

（１０）所有者等 建築物の所有者、管理者又は占有者をいう。 

 

（補助金の交付対象者） 

第３条 この補助金の交付を受けることができる者（以下「補助金交付対象者」という。）は、次の



要件を満たす者とする。 

（１） 補助対象建築物の所有者等であること。 

（２） 市税の滞納がないこと。 

（３） 危険住宅の移転先が、市外でないもの 

（４） 過去に、同一敷地内に存する他の補助対象建築物について、この要綱に基づく補助金の交付

を受けていないこと。 
 

（補助金交付対象者の除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは補助金交付の対象としない。（別表中、

危険住宅の除却等に要する経費は除く。） 

（１） 福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。第3号において「暴排条例」という。） 

第２条第２号に規定する暴力団員 

 (２)  法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

(３)  暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

２ 市長は、補助金交付対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

３ 市長は、補助金交付対象からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は

補助金交付対象者に対し当該申請者又は当該補助金交付対象者（法人であるときは、その役員）

の氏名（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助対象経費、補助率、補助限度額並びに交付申請書及び完了実績報告書に添付すべき書類は、別表

のとおりとする 。 

 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助事業を行おうとする者は、別に定める補助金交付申請書（様式第１号）により、別表に

定める関係書類を添えて市長に申請しなければならない。ただし、危険住宅の移転等に伴って、他

の目的をもつ市の補助制度等を同時に利用する場合は、申請できない。 

２ 申請者は、前項の規定による申請書を提出するにあたって当該補助金に係る仕入れに係る消費税

相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち消費税法（昭和 63 年

法律第108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税

法（昭和25 年法律第226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗

じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して

申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金の仕入れに係る消費税相当額が明ら

かでない場合については、この限りではない。 

 

（補助金の交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査のうえ、適当と認めたとき

は、補助金の交付を決定し、別に定める補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知

する。 

２ 前項の規定により通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、前項の通知後に事業に

着手するものとする。 

３ 市長は、補助金を交付することが不適当と認めたときは、別に定める補助金不交付決定通知書

（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助事業者は、前条の規定による補助金交付決定を受けたのち、事情により補助対象事業を

中止し、又は廃止するときは、速やかに別に定める補助金交付申請取下げ届（様式第４号）を市長



に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該補助金の交付決定を取り消すものとする。 

 

（補助対象事業の変更） 

第９条 補助事業者は、第７条の規定による補助金交付決定を受けたのち、補助対象事業の内容を変

更するときは、速やかに別に定める補助金交付変更申請書（様式第５号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、別に定める補助金交付変更通知書（様式第

６号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（完了実績報告） 

第１０条 補助事業者は、移転等が完了したときは、別に定める完了実績報告書（様式第７号）に別

表に定める関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の書類は、事業完了の日から起算して２０日を経過した日又は補助金の交付決定があった

日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに提出しなければならない。 

３ 第６条第２項ただし書きに基づき交付の申請をした補助事業者は、第１項の規定による実績報

告書を提出するに当たって、本補助金の仕入れに係る消費税相当額が明らかになった場合には、

これを補助額から減額して報告しなければならない。 

４ 第６条第２項ただし書きに基づき交付の申請をした補助事業者は、第１項の規定による実績報

告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金の仕入れに係る消費税相当

額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合は、その金額が減額した額を

上回る部分の金額）を消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式８号）により速や

かに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による完了実績報告を受けた場合において、その内容を審査し、現地

調査を行い、補助事業が適正に実施されたと認めたときは、補助金の交付額を確定し、別に定める

補助金確定通知書（様式第９号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１２条 補助事業者は、前条に規定する補助金の額の確定通知を受けた場合、別に定める補助金交

付請求書（様式第１０号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による補助金の交付請求に基づき、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助事業者が、規則に定めるもののほか、次の各号の一に該当すると認めるとき

は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。 

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

（２） 補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

（３） その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第１１条の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、別に定める補助金交

付決定取消通知書（様式第１１号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、該

当取消しに係る補助金が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 前項の返還命令は、別に定める補助金返還命令書（様式第１２号）により行うものとする。 

 



（書類の整理） 

第１５条 補助事業者は、補助金の使途に関する領収書等の関係書類を整理し、補助金交付決定を受

けた年度終了後、適正に保存しなければならない。 

 

（指導・監督等） 

第１６条 市長は、補助事業者に対し、事業の適正な施行を確保するため必要な措置を求め、又は必

要な助言、勧告等をすることができ、補助事業者はこれに協力しなければならない。 

 

（その他） 

第１７条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（様式） 

第１８条 要綱に規定する様式は、次の表のとおりとする。 
要   綱 名    称 別 記 様 式 

第６条 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付申請書 様式第1号 

第７条第１項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付決定通知書 様式第２号 

第７条第３項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金不交付決定通知書 様式第３号 

第８条第1項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付申請取下げ届 様式第４号 

第９条第１項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付変更申請書 様式第５号 

第９条第２項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付変更通知書 様式第６号 

第１０条第1項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業完了実績報告書 様式第７号 

第１０条第４項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金消費税等仕入控除税額確

定報告書 

様式第８号 

第１１条 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金額確定通知書 様式第９号 

第１２条第1項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付請求書 様式第１０号 

第１３条第３項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金交付決定取消通知書 様式第１１号 

第１４条第２項 福岡市土砂災害等危険住宅移転事業補助金返還命令書 様式第１２号 

 
   附 則 

１ この要綱は、平成26年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、平成29年3月31日をもってその効力を失う。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成27年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、平成29年3月31日をもってその効力を失う。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、平成33年3月31日をもってその効力を失う。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成31年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、令和3年3月31日をもってその効力を失う。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和2年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、令和3年3月31日をもってその効力を失う。 

 



附 則 

１ この要綱は、令和3年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、令和7年3月31日をもってその効力を失う。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和4年７月1日から施行する。 

２ この要綱は、令和7年3月31日をもってその効力を失う。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和6年4月1日から施行する。 

２ この要綱は、令和7年3月31日をもってその効力を失う。 

 

 


